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論 文 内 容 の 要 旨

本論文の目的は,木材関連産業の不安定化要因を経済面および経営面の両面から理論的,計量的に究明

するために,木材関連産業のモデル分析を行い,そのシミュレーションを通 じて,今後の採るべき木材関

連産業対策を明らかにすることにある｡この目的の下に,本論文は以下の構成内容をとる｡

第 1章では,経済分析の立場から,木材需要が,木材関連産業を通じて,いかなる要因によって左右さ

れているかをモデル分析によって明らかにするとともに,そのモデルを用いて木材需要の将来予測を行っ

ナニO

第2草では,同じく経済分析の立場から,産業連関分析を用いて,木材関連産業が国民経済においてど

のような位置にあり,かつ他産業部門や最終需要部門とどのような相互依存関係にあるかを明らかにした｡

第3章では,木材関連産業をとりまく経済的環境条件をより具体的に把握するために,木材関連産業に

ついて詳細な現状分析を行い,以後の分析に備えた｡

第4章では,以上の分析結果をもとにして,木材 ･木製品製造業のプロトタイプ ･モデルをつくり,そ

れを製材業および合板製造業に適用し,当該産業のモデル分析を行った｡

第 5章では,経営分析の立場から,まず木材関連産業について各種の生産関数を計測することによって,

各業種ごとの技術進歩率を明らかにし,ついで判別関数を計測することによって,各業種ごとの企業の健

全性の判定要因を明らかにし,もって当該産業の経営的特質を解明した｡

最後に,第6章では,以上に推定した当該産業の計量モデルを用いて当該産業の政策シミュレ-ショソ

を行い,今後の採るべき経済政策ならびに経営政策について,いくつかの重要な提言を行った｡

論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨

本論文は,わが国木材関連産業の再生-の道を経済分析ならびに経営分析の両面から探ろうとするもの

である｡そのため,本論文では,まず経済分析の立場から,当該産業に関する計量経済モデル分析を行い,

そのシミュレーションを通じて,当該産業の再生のために必要な経済政策変数の析出を試みた｡分析の結
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果,そのような経済政策変数としては,最終的には,国民総生産のほかに,財政投融資住宅費,平均金利,

政府住宅投資などの,いわゆる政府住宅対策費であることが解明された｡つまり,これらの経済政策変数

を操作することによって,木材関連産業を経済面から再生させることが可能であることが明らかにされた｡

ついで,同じく経済分析の立場から,木材関連産業を中心とした産業連関分析を行い,当該産業の消長

に最も強 く関わる産業部門は建設産業部門であること,およびその建設産業部門はまた国内総固定資本形

成によって強く影響されることが明らかにされた｡その結果,産業連関分析からみた木材関連産業の再生

のための経済政策変数もまた,さきの計量経済モデル分析による場合と同様,財政投融資住宅費,政府住

宅投資などの政府住宅対策費であることが明らかにされた｡

一方,経営分析の立場からは,当該産業の各業種について,生産関数ならびに判別関数による分析をそ

れぞれ行った｡まず生産関数による分析からは,当該産業の各業種間の技術進歩率を計測することによっ

て,当該産業再生-の業種間政策優先順位を明らかにした｡

ついで,判別分析からは,当該産業の各業種の経営成果に影響を及ぼす要因の判別を行った｡その結果,

いずれの業種についても,その経営成果に決定的な影響を及ぼす要因は共通 して売上高対原木費率である

ことが明らかにされた｡このことから,経営分析の面からみた当該産業再生のための経営政策変数は売上

高対原木費率であることが判明した｡

上記のように,本論文は木材関連産業の経済分析ならびに経営分析を通 じて,当該産業の再生への道を

探ろうとしたもので,林業経済学および林政学に貢献するところがきわめて大きい｡

よって,本論文は農学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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